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M－V型ロケットモータケースの開発  

DevelopmentofMotorCaseforM－VRocket  

技 術 本 部 森   昌 彦＊－  

神 戸 造 船 所 西 田 稔 夫＊2  久 利 修 平＊3  

名 山 理 介＊ヰ  

文部省宇宙科学研究所 小野田淳次郎＊5  栗 林 一 彦＊8   

宇宙科学研究所が開発中のM－Ⅴ型ロケット（直径2．5m，重量約140t）は，全段固体燃料の3段式ロケットである．その  

モータケースは，ロケット構造系の大きな要素で衛星打上げ能力の向上のため高い比強度材料の採用に基づく軽量化が要求され  

る．当社は，本ロケットの第1段，第2段モータケースの製作を担当し新開発の超高張力マルエージング鋼を採用するとともに  

新たな工作方法を開発してモータケースの大型・軽量化を達成した．その成果として，モータケースの軽量化性能指数PV／  

W≧5．2kmを得た．これは従来機M－3SII型ロケットの3．5kmに比べて大きく性能向上（約1．5倍）させるものである．   

TheM－Vrocket（diameter2．5mweight140tons）developedbytheInstituteofSpaceandAstronauticalScienceisa  

mediumclassof3－StagerOCket，Withal1thestagesusingsolidpropellant．Itsmotorcasing，aboveall，playsamajorrole  

intherocket’sstructure，andisrequiredtobelighttoincreasetheweightofsatellites，thatcanlaunched，byemployinga  

materialofhighspecificstrength，MHIforexample，manufacuturesthelst and2ndstage motor cases，and recently  

developedanewwaytomaximizetheircapacityandminimizetheirweightbyintroducinganewly－developedmaraging  

Steelwithahightensilestrength．Asaresultofthisdevelopment，Wehaveachievedaperformanceindexvalue（PV／W）  

Of5・2km・Thisisagreatlyimproved，performancewhencomparedwiththe3．5kmofthepresentM－3SIIrocket．  

また，従来のモータケース工作方法はコスト低減化，工期短縮  

の観点からそのまま大型薄肉構造物としての本モータケースに適  

用できず，新たな工作方法を開発，実用化することとした．   

さらに，これら高強度材料（溶接部を含む）特有の遅れ破壊に  

対する強度保証として実使用環境模擬試験を行い，信頼性を確保  

することにした．   

2．モータケースの概要  

M－Ⅴ型ロケットは，図1に示すような全長約31m，重量約  

140tの全段固体燃料の3段式ロケットで地球低周回軌道（200  

km上空）に1．8tの衛星を打上げる能力を持っている．その第  

1段及び第2段ロケットモータケースの諸元を表1に示す．   

また，モータケースの形状，寸法を図2，3に示す．これらに  

示すサイズは固体ロケット用モータケースとして，国内最大級の  

規模である（1）．  

1．ま え が き  

ロケットの高性能化すなわち衛星打上げ能力向上の一環として  

ロケット構造系の重量軽減化が強く要求される．そのモータケー  

スは，ロケットの最大の構造要素であるため重量の軽量化は最も  

期待されるところである．固体ロケットの場合モータケースは，  

内部で推進薬を高圧で燃焼させる圧力容器としての機能があり，  

その内庄に耐える強度が要求される．   

モータケースの軽量化要求を満足させるため，従来の実績を踏  

えて新開発の高い比強度材料として超高張力鋼（マルエージング  

鋼）を採用し，その材料（母材）の特性を生かす溶接（EBW）  

施工技術の開発を行うこととした．   

一方，重量軽減化設計として鏡部ボス，結合フランジ部など構  

造不連続部の最適形状設定を確率FEM解析手法を用いて徹底し  

て行い，厚肉部のぜい肉削減を図ることとした．  

図1 M－V型ロケット  

M－V rocket  

M－Ⅴ型ロケットの全体を示す．  

＊1高砂研究所次長  ＊4プラント工作部重機器工作課長  三菱重工技報 Vol．33 No．3（1996－5）   
＊2機械・環境装置技術部主務 ＊5飛翔体構造工学部門教授工博  

＊3プラント工作部工務課長 ＊6高強度材料工学部門教授工博  



187  

（HT－150M－F）  （HT－230M－P）  （HT－230M－P）  （HT－150M－F）  

図2 第1段（M－14）モータケース  モータケースの概略を示す．  

1ststage（M－14）motorcase  

表1 M－V型とM－3SII型モータケースの諸元（性能）比較  
M－14，MT24motorcaseincomparisonwithM－13，M－23  

機  種   M－Ⅴ  M－3SII   

使用段   第1段  第2段  第1段  第2段   
チャンバ名   M－14  M－24  M－13  M－23   

全 長  （m）  11．0   4．76   13．28   4．82   

最大径  （m）  2．51   2．51   1．41   1．41   

内容積γ  （m3）  50．3   19．2   19．6   6．73   

最大使用内圧P（kgf／cm2）  60   60   60   55   

最小板厚  （mm）  6，4   5．8   3．9   3．5   

チャンバ重量 Ⅳ  （kgf）  ＜5748  ＜1839  ＜3424  ＜830   

材 料  胴   HT－230M  HT－230M  HT－210  HT－210   
鏡   HT－150M  HT－150M  HT－140N  HT－140N   

クⅤ／Ⅳ  （km）  ＞5．2   ＞6．2   ＞3．4   ＞4．5   

前部ボス  

（HT－150M－F）  

前部鏡  
（HT－150M－P   

後部リング  

（Hト150M－P）   

前部リング  

（HT－150Mイ）  （HT－150M－F）  
（HT－230M－P）  

図3 第2段（M－24）モータケース  
2ndstage（M－24）motorcase  

モータケースの概略を示す．  

図4 開発目標  ロケットモータケース開発目標と展開手段検討フローを示す．  
Itemofresearchanddevelopment  

520℃×10b）条件温度設定許容値（±15℃）を考慮した供試体  

から採取した実証値を示す．この材料は，HT－210の優れた機械  

的性質を損なわない範囲で強度向上を図ったものである．   

3．2 溶接継手性能の向上   

HT－230Mは溶接性の良好な超高張力鋼であるが，さらに信  

頼性を高めるため全溶接部に電子ビーム溶接（EBW）工法の採  

用と熱処理条件の最適化を徹底して行い表2に示すように母材相  

当の継手強度を確保した．   

これに伴い従来溶接継手強度低下（90～95％）により母材板  

厚に余肉を有していたが，この余肉が削除可能となりモータケー  

スの薄肉軽量化に寄与できるものとなった．   

3．3 構造不連続部の軽量化   

図2，3に示すモータケースの鏡ボス部，各段間継手リング部，  

結合フランジ部などの構造不連続部の軽量化は，確率FEM解析  

3．モータケースの開発目模とその展開  

モータケース開発の命題として特に軽量化，飛しょう安定要求  

からくる真円・実直度など寸法精度の向上，コスト低減化及び信  

頼性の確保が挙げられる．これらの開発重点課題を踏まえ図4に  

示すように開発目標を設定し具体的展開を行った．   

3．1材料の強度向上   

モータケース胴部の使用材料として従来のM型ロケットに使  

用しているマルエージング鋼HT－210（2）は，安定性・信頼性が高  

く実機打上げに多くの実績を持つものである．しかしながら軽量  

化の点から若干の強度向上が必要となり，Co，Tiなど化学成分  

系を変更し新規に開発したマルエージング鋼HT－230Mを採用  

した．新材料の化学成分及び機械的性質を表2に示す．表中の機  

械的性質は熱処理（2次溶体化：820℃×3h及び時効処理：  
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表2 HT－230Mの特性  

MechanicalandchemicalpropertiesofHT－230M  

機械的特性  主要化学成分（mass％）  

母  材  溶接部EBW  

項  目           0．2％耐力  引張強さ  破壊靭性値  0．2％耐力  引張強さ  破壊靭性値  
（kgf／mm2）  （kgf／mm2）  （kgf／mm3／2）  （kgf／mm2）  （kgf／mm2）  （kgf／mm3／2）   

設計設定値  

（警ミ㌢書法）   

≧170   ≧180   ≧200   ≧160   ≧180   ≧148   

実証平均値   186   194．5   237．2   185．3   191．5   175．3   

（最低値）   （175．5）   （185．4）   （207．4）   （184）   （184）   （150．4）  

C  Si  Mn  Ni  Co  Mo  Ti  Cr   

≦0．005  ≦0．07  ≦0．07  17．5～ 18．5  10．0－ 11．0  4．7－ 5．3  0．50－ 0．70  ≦0．50   

（参考）HT－210  

C  Si  Mn  Ni  Co  Mo  Ti  Co   

≦0．005  ≦0．05  ≦0，07  17．5～ 18．5  8．3－ 9．3  4．7～ 5．3  0．40－ 0．60  ≦0．50   

Jh：胴側板厚  

′：ハブ厚さ  

上：長  さ  

T：フランジ厚．さ  

計  

変  
数  

単位：（mm）  

図5 結合フランジ部：形状と応力  M－14結合フランジ  

形状と応力状態を示す．  

StressdistributiononM－14segmentflange  

コードの持つ機能の一つである設計変更に対する応力感度を利用  

して，可能な限り余肉を落とした最適形状を求めることとした（3）．   

図5に結合フランジ部の解析例を示す．   

設計変数としてハブ板厚：f，胴側板厚：ん，フランジ厚さ  

：rなどが考えられ，これらの設計変数に対する応力評価点で  

の応力の変化度合d♂／dα（♂：評価点の応力，α：設計変数）を  

求め重量及び工作性を考慮して形状，板厚を決め，その後最終形  

状寸法について詳細FEM解析を実施し，作用応力が許容値内で  

あることを確認している．図5が本手法で求めたフランジ形状寸  

法で従来設計法で求めた初期形状寸法の応力レベル（破線）に比  

べ最終形状寸法での応力レベルは実線のように高応力になってお  

り，30％フランジ部の重量を軽減することができた．   

3．4 エ作方法の変更改善   

従来胴部の工作方法は，厚板（11－15mm）プレス成形→溶接→  

削り出し機械加エ という加工工程であった．   

モータケースの大型化に伴うコスト低減化の一環として今回の  

工作方法は薄板（5．8～6．4mm）板巻き→溶接 という工程の変  

更を行い70レス加工厚板材料の溶接及び削出し機械加工工程の削  

除を図った．   

図6に実用化した製作フローの代表例（第1段モータケース）  

を示す．第1段ロケットモータケース（図2）の胴部は，新開発の  

HT－230Mの薄板を板巻きし溶接して円筒に作られる．また，  

胴部より応力レベルの低い前後部の鏡部，リング部及びセグメン  

ト結合フランジ部は，加工性の良いHT－150Mを採用し鍛造品  
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4．開発試験結果と性能評価   

（1）モータケースは，ロケット地上燃焼試験に供される前に，単   

体で水圧試験を実施し，構造強度の評価を行った．最大使用内   

圧×1．05倍の荷重下においてモータケースは，異常な変形も   

なく，設計解析値に対して変位，ひずみ（応力）の実測値は一   

致しており設計，工作技術の妥当性が確認できた．耐圧試験に   

合格したモータケースは，推進薬を充てんされた後，宇宙科学   

研究所能代試験場において各段ロケットモータとして地上燃焼   

試験が行われ無事成功した．  

（2）モータケースの開発に当たって，最も重要な課題である軽量   

化についての性能評価は，以下に示すような性能指数で定義さ   

れる．  

モータケース性能指数：PV／Ⅳ（m）  

P：最大使用内圧（kgf／m2）  

Ⅴ：内容積（m3）  

Ⅳ：モータケース重量（kgf）  

この性能楷数が大きい値であるほど軽量で性能が良い圧力容   

器すなわち，モータケースであると言える．開発した第1段・   

第2段モータケースの性能指数をまとめて従来のM型ロケッ  

ト（M－3SII）と比較して表1に示す．従来のM－3SII型第  

1段ロケット（M－13）モータケースの性能指数の3．4kmに比   

べてM－Ⅴ型第1段のM－14モータケースでは，5．2km以上   

で，大きく性能が向上している．また，第2段ロケットの場■合   

においても，M－3SII型で4．5kmに対し，M－Ⅴ型では6．2   

km以上となっている．   

5．む  す  び  

従来のモータケース設計，製造技術を踏まえて新しい技術を織  

込み大型固体ロケットモータケース実用化の設計，製造技術の確  

立ができた．   

現在，M一Ⅴ型ロケット実機1号機用第1段，第2段のモータ  

ケースは，既に耐水庄試験（1995年5月）も完了し，各段ロケ  

ットモータとして推進薬の充てんなど後工程の作業が行われ，  

1996年度の夏期に打上げが予定されている．   

このM－Ⅴ型ロケットモータケースは，製作系列から分類する  

と既存のM型ロケットの延長となるものの，軽量化を図る開発  

展開過程において，遅れ破壊対応などその設計，製造技術が，従  

来と異なり一つの技術的ステップアップを果したものと考えられ  

る．今後は，確立した実績を踏まえさらに信頼性の高いモータケ  

ースを目指して取組んで行く所存である．   

終りに臨み，本開発を行うに当たり超高張力マルエージング鋼  

（HT－230M）の研究開発と製造について川崎製鉄（株）の御協力  

を得たことを付記し感謝の意を表する次第である．  
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やプレス成形品を溶接して切削機械加工により製作する方法とし  

た．   

第2段ロケットモータケース（M－24）の場合は，図3に示す  

ように全長4．7m，内径2．5m，胴部板厚5．8mmで一体型であ  

ることを除き製作フローなどM－14と同様である．   

3．5 モータケース強度保証の考え方   

ごく少量の水素を含む鋼に定荷重を加えておくとある時間経過  

後ぜい性的な破壊を起こす．これらの破壊現象を遅れ破壊と言う．   

本モータケースに採用しているマルエージング鋼は140－150  

kgf／mm2程度の降伏強さを超えると遅れ破壊が発生しやすい．  

このような破壊が発生する原因の一つにその内部に切欠き効果を  

与える欠陥を含んでいることが挙げられる．したがって材料は欠  

陥がなく健全であることが要求されるため本モーターケースに対  

して非破壊検査の強化を図った．しかし，検出限界の不明確さ，  

長い溶接線に対するヒューマンエラーの問題などの理由により非  

破壊検査を全面的に信頼することは難しい．   

これらを考慮して実使用状態を模擬した検証試験を行いモータ  

ケースの燃焼内圧に対する信頼性（強度保証）を得ることとした．  

3．5．1試験目的（検証の考え方）   

燃焼前に存在していた欠陥が燃焼時の環境・負荷・時間で遅れ  

破壌を生じないことを実機が受ける厳しい環境を模擬した試験に  

よって確認することにより信頼性を確保することとした．   

このためにモータケース供用前に実施される水圧試験の圧力が  

燃焼試験時の圧力の105％であることを考慮して試験片の破断荷  

重の96％（＞100／105）以上で一定時間（＞燃焼時間）以上保持  

してもき裂の伸展がないことを試験により確認した．   

試験の環境は打上げ時の最悪の環境及び飛しょう時の温度が  

100－150℃となることを考慮して135℃の飽和蒸気圧中とした．  

また，保持時間としては燃焼時間が100sであることから燃焼時  

間の10倍の1000s以上とした．  

3．5．2 試験方法   

試験用供試体は，実機溶接継手相当の試験片（厚さ4×幅18×  

長さ19mm CT型）でノッチ位置は，溶接ボンド部位とした．   

ただし，試験片は試験前水中に48h以上保持して発錆（はっ  

せい）させ，その後直ちに試験を開始した．試験環境は135℃の  

飽和蒸気中とした．   

試験の方法は，試験片を試験槽にセットし昇温を開始後，所定  

の試験環境に達した後，直ちに所定の荷重Pを載荷した．試験  

片は1000s以上保持後，除荷し試験槽から取出し12h以上（約  

16h）常温水中に保持した．   

その後，再び同様の手順でP十』P［（P＋』P）／P＜1．05］の荷  

重を載荷する．このサイクルを破断まで繰返した．また，比較の  

ために1回目の載荷後そのままの荷重環境で破断まで保持する試  

験を実施した．   

試験結果の評価として，いずれの試験片においても遅れ破壊破  

面が見られなければ実機燃焼中に遅れ破壊き裂の伸展は生じない  

ものと評価した．  

3．5．3 試験結果   

すべての試験片の破断面を走査形電子顕微鏡（SEM）観察し  

たが本試験によって破断した試験片の破面においては別途行った  

常温100％湿度中での遅れ破壌試験片で見られたような明りょう  

な粒界破面は見られなかった．したがって本試験で実施した環  

境・時間では遅れ破壊による欠陥のき裂伸展はないと判断した．  
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